
 

公益財団法人  新座市スポーツ協会  

定款  

 

   第１章  総則  

 

 （名称）  

第１条  この法人は、公益財団法人新座市スポーツ協会と称する。  

 

 （事務所）  

第２条  この法人は、主たる事務所を埼玉県新座市に置く。  

 

   第２章  目的及び事業  

 

 （目的）  

第３ 条  この 法人 は、 新座 市に おけ るス ポー ツを 振興 し、 市民 の健 康増

進 と 体力 の 向上 を図 り 、も っ て健 康で 明 るい 新 座市 民の 育 成に 寄 与 す

ることを目的とする。  

 

 （事業）  

第４条  この法人は、前条の目的を達成するため、次の事業を行う。  

(1) 市民の健康及び体力づくりの増進  

(2) 市 民 総 合 体 育 大 会 、 ス ポ ー ツ 教 室 、 レ ク リ エ ー シ ョ ン 事 業 、 各種

競技大会及び講習会等の実施並びに協力  

(3) 新座市及び新座市教育委員会主催事業等への協力  

(4) 体育・スポーツ指導者の養成及び資質の向上  

(5) 体育・スポーツ団体及びスポーツ少年団の育成  

(6) 体育・スポーツに関する広報誌の発行その他の広報活動  

(7) スポーツ功労者及び優秀選手の表彰  

(8) 新座市体育施設の運営管理に関する事業  

(9) 朝霞地区体育協会連合会事業への協力  

(10)その他この法人の目的を達成するために必要な事業  

２  前項の事業は、埼玉県において行うものとする。  

 



 

   第３章  資産及び会計  

 

 （基本財産）  

第５ 条  この 法人 の目 的で ある 事業 を行 うた めに 不可 欠な 別表 の財 産は 、

この法人の基本財産とする。  

２  基本 財産 は、 この 法人 の目 的を 達成 する ため に善 良な 管理 者の 注意

を も っ て 管 理 し な け れ ば な ら ず 、 基 本 財 産 の 一 部 を 処 分 し よ う と す る

と き 及 び 基 本 財 産 か ら 除 外 し よ う と す る と き は 、 あ ら か じ め 理 事 会 及

び評議員会の承認を要する。  

 

 （事業年度）  

第６ 条  この 法人 の事 業年 度は 、毎 年４ 月１ 日に 始ま り翌 年３ 月３ １日

に終わる。  

 

 （事業計画及び収支予算）  

第７ 条  この 法人 の事 業計 画書 、収 支予 算書 、資 金調 達及 び設 備投 資の

見 込 み を 記 載 し た 書 類 に つ い て は 、 毎 事 業 年 度 開 始 の 日 の 前 日 ま で に 、

会 長 が 作 成 し 、 理 事 会 の 承 認 を 受 け な け れ ば な ら な い 。 こ れ を 変 更 す

る場合も、同様とする。  

２  前項 の書 類に つい ては 、主 たる 事務 所に 、当 該事 業年 度が 終了 する

までの間備え置き、一般の閲覧に供するものとする。  

３  第１ 項の 書類 につ いて は、 毎事 業年 度開 始の 日の 前日 まで に行 政庁

に提出しなれければならない。  

 

 （事業報告及び決算）  

第８ 条  この 法人 の事 業報 告及 び決 算に つい ては 、毎 事業 年度 終了 後、

会 長 が 次 の 書 類 を 作 成 し 、 監 事 の 監 査 を 受 け た 上 で 、 理 事 会 の 承 認 を

受けなければならない。  

(1) 事業報告  

(2) 事業報告の附属明細書  

(3) 貸借対照表  

(4) 損益計算書（正味財産増減計算書）  

(5) 貸借対照表及び損益計算書（正味財産増減計算書）の附属明細書  



 

(6) 財産目録  

２  前項 の承 認を 受け た書 類の うち 、第 １号 、第 ３号 、第 ４号 及び 第６

号 の 書 類 に つ い て は 、 定 時 評 議 員 会 に 提 出 し 、 第 １ 号 の 書 類 に つ い て

は そ の 内 容 を 報 告 し 、 そ の 他 の 書 類 に つ い て は 、 承 認 を 受 け な け れ ば

ならない。  

３  第１ 項の 書類 のほ か、 次の 書類 を主 たる 事務 所に ５年 間備 え置 き、

一 般 の 閲 覧 に 供 す る と と も に 、 定 款 を 主 た る 事 務 所 に 備 え 置 き 、 一 般

の閲覧に供するものとする。  

(1) 監査報告  

(2) 理事及び監事並びに評議員の名簿  

(3) 理事及び監事並びに評議員の報酬等の支給の基準を記載した書類  

(4) 運 営 組 織 及 び 事 業 活 動 の 状 況 の 概 要 及 び こ れ ら に 関 す る 数 値 のう

ち重要なものを記載した書類  

 

 （公益目的取得財産残額の算定）  

第９ 条  会長 は、 公益 社団 法人 及び 公益 財団 法人 の認 定等 に関 する 法律

施 行 規則 第 ４８ 条の 規 定に 基 づき 、毎 事 業年 度 、当 該事 業 年度 の 末 日

に お ける 公 益目 的取 得 財産 残 額を 算定 し 、前 条 第３ 項第 ４ 号の 書 類 に

記載するものとする。  

 

   第４章  評議員  

 

 （評議員の定数）  

第１０条  この法人に評議員８名以上１３名以内を置く。  

 

 （評議員の選任及び解任）  

第１１条  評議員の選任及び解任は、評議員選定委員会において行う。  

２  評議 員選 定委 員会 は、 評議 員１ 名、 監事 １名 、事 務局 員１ 名、 次項

の定めに基づいて選任された外部委員２名の合計５名で構成する。  

３  評議 員選 定委 員会 の外 部委 員は 、次 のい ずれ にも 該当 しな い者 を理

事会において選任する。  

(1) こ の 法 人 又 は 関 連 団 体 （ 主 要 な 取 引 先 及 び 重 要 な 利 害 関 係 を 有す

る団体を含む。以下同じ。）の業務を執行する者又は使用人  



 

(2) 過去に前号に規定する者となったことがある者  

(3) 第 １ 号 又 は 第 ２ 号 に 該 当 す る 者 の 配 偶 者 、 ３ 親 等 内 の 親 族 、 使用

人（過去に使用人となった者も含む。）  

４  評議 員選 定委 員会 に提 出す る評 議員 候補 者は 、理 事会 又は 評議 員会

が そ れぞ れ 推薦 する こ とが で きる 。評 議 員選 定 委員 会の 運 営に つ い て

の細則は、理事会において定める。  

５  評議 員選 定委 員会 に評 議員 候補 者を 推薦 する 場合 には 、次 の事 項の

ほ か 、当 該 候補 者を 評 議員 と して 適任 と 判断 し た理 由を 委 員に 説 明 し

なければならない。  

(1) 当該候補者の経歴  

(2) 当該候補者を候補者とした理由  

(3) 当 該 候 補 者 と こ の 法 人 及 び 役 員 等 （ 理 事 、 監 事 及 び 評 議 員 ） との

関係  

(4) 当該候補者の兼職状況  

６  評議 員選 定委 員会 の決 議は 、委 員の 過半 数が 出席 し、 その 過半 数を

も っ て行 う 。た だし 、 外部 委 員の １名 以 上が 出 席し 、か つ 、外 部 委 員

の１名以上が賛成することを要する。  

７  評議 員選 定委 員会 は、 前条 で定 める 評議 員の 定数 を欠 くこ とと なる

ときに備えて、補欠の評議員を選任することができる。  

８  前項 の場 合に は、 評議 員選 定委 員会 は、 次の 事項 も併 せて 決定 しな

ければならない。  

(1) 当該候補者が補欠の評議員である旨  

(2) 当 該 候 補 者 を １ 人 又 は ２ 人 以 上 の 特 定 の 評 議 員 の 補 欠 の 評 議 員と

して選任するときは、その旨及び当該特定の評議員の氏名  

(3) 同 一 の 評 議 員 （ ２ 人 以 上 の 評 議 員 の 補 欠 と し て 選 任 し た 場 合 にあ

っ て は 、 当 該 ２ 人 以 上 の 評 議 員 ） に つ き ２ 人 以 上 の 補 欠 の 評 議 員 を

選任するときは、当該補欠の評議員相互間の優先順位  

９  第７ 項の 補欠 の評 議員 の選 任に 係る 決議 は、 当該 決議 後４ 年以 内に

終 了 する 事 業年 度の う ち最 終 のも のに 関 する 定 時評 議員 会 の終 結 の 時

まで、その効力を有する。  

 

 （評議員の任期）  

第１ ２条  評 議員 の任 期は 、選 任後 ４年 以内 に終 了す る事 業年 度の うち



 

最終のものに関する定時評議員会の終結の時までとする。  

２  任期 の満 了前 に退 任し た評 議員 の補 欠と して 選任 され た評 議員 の任

期は、退任した評議員の任期の満了する時までとする。  

３  評議 員は 、第 １０ 条に 定め る定 数に 足り なく なる とき は、 任期 の満

了又 は辞 任に より 退任 した 後も 、新 たに 選任 され た者 が就 任す るま で 、

なお評議員としての権利義務を有する。  

 

 （評議員の報酬等）  

第１ ３条  評 議員 は、 無報 酬と する 。た だし 、 そ の職 務の 遂行 に要 する

費用を弁償することができる。  

 

   第５章  評議員会  

 

 （構成）  

第１４条  評議員会は、すべての評議員をもって構成する。  

 

 （権限）  

第１５条  評議員会は、次の事項について決議する。  

(1) 理事及び監事の選任又は解任  

(2) 理事及び監事の報酬等の額  

(3) 評議員に対する報酬等の支給の基準  

(4) 貸借対照表及び損益計算書（正味財産増減計算書）の承認  

(5) 定款の変更  

(6) 残余財産の処分  

(7) 基本財産の処分又は除外の承認  

(8) そ の 他 評 議 員 会 で 決 議 す る も の と し て 法 令 又 は こ の 定 款 で 定 めら

れた事項  

 

 （開催）  

第１ ６条  評 議員 会は 、定 時評 議員 会と して 、毎 事 業 年度 終了 後３ か月

以内に１回開催するほか、必要がある場合に開催する。  

 

 （招集）  



 

第１ ７条  評 議員 会は 、法 令に 別段 の定 めが ある 場合 を除 き、 理事 会の

決議に基づき、会長が招集する。  

２  評議 員は 、会 長に 対し 、評 議員 会の 目的 であ る事 項及 び招 集の 理由

を示して、評議員会の招集を請求することができる。  

３  会長 は、 評議 員会 を招 集す ると きは 、各 評議 員に 対し 、会 議の 日時

及 び 場所 並 びに 会議 の 目的 た る事 項を 示 して 、 会議 の５ 日 前ま で に 書

面で通知しなければならない。  

４  前項 の規 定に かか わら ず、 評議 員会 は、 評議 員全 員の 同意 があ ると

きは、招集の手続を経ることなく開催することができる。  

 

 （決議）  

第１ ８条  評 議員 会の 決議 は、 決議 につ いて 特別 の利 害関 係を 有す る評

議員を除く評議員の過半数が出席し、その過半数をもって行う。  

２  前項 の規 定に かか わら ず、 次の 決議 は、 決議 につ いて 特別 の利 害関

係 を 有す る 評議 員を 除 く評 議 員の ３分 の ２以 上 に 当 たる 多 数を も っ て

行わなければならない。  

(1) 定款の変更  

(2) 評議員に対する報酬等の支給の基準  

(3) 基本財産の処分又は除外の承認  

(4) 監事の解任  

(5) その他法令で定められた事項  

３  理事 又は 監事 を選 任す る議 案を 決議 する に際 して は、 各候 補者 ごと

に 第 １項 の 決議 を行 わ なけ れ ばな らな い 。理 事 又は 監事 の 候補 者 の 合

計 数 が第 ２ １条 に定 め る定 数 を上 回る 場 合に は 、過 半数 の 賛成 を 得 た

候 補 者の 中 から 得票 数 の多 い 順に 定数 の 枠に 達 する まで の 者を 選 任 す

ることとする。  

 

 （議事録）  

第１ ９条  評 議員 会の 議事 につ いて は、 法令 で定 める とこ ろに より 、議

事録を作成する。  

２  出席した評議員及び理事は、前項の議事録に記名押印する。  

 

 （評議員会運営規程）  



 

第２ ０ 条  評 議員 会の 運営 に関 し必 要な 事項 は、 法令 又は この 定款 に定

めるもののほか、評議員会において定める評議員会運営規程による。  

 

   第６章  役員等  

 

 （役員の設置）  

第２１条  この法人に次の役員を置く。  

(1) 理事  ８名以上１３名以内  

(2) 監事  ２名以内  

２  理事 のう ち１ 名を 会長 、３ 名以 内を 副会 長、 １名 を専 務理 事と する 。  

３  前 項 の 会 長 を も っ て 一 般 社 団 法 人 及 び 一 般 財 団 法 人 に 関 す る 法 律

（ 以 下、 「 法人 法」 と いう 。 ）上 の代 表 理事 と し、 副会 長 及び 専 務 理

事をもって同法第９１条第１項第２号の業務執行理事とする。  

 

 （役員の選任等）  

第２２条  理事及び監事は、評議員会の決議によって選任する。  

２  会長 、副 会長 及び 専務 理事 は、 理事 会の 決議 によ って 、理 事の 中か

ら選定する。  

３  この 法人 の理 事の うち には 、理 事の いず れか １ 人 及び その 親族 その

他 特 殊の 関 係が ある 者 の合 計 数が 、理 事 総数 （ 現在 数） の ３分 の １ を

超えて含まれることになってはならない。  

４  この 法人 の監 事に は、 この 法人 の理 事（ 親族 その 他特 殊の 関係 があ

る者 を含 む。 ）及 び評 議員 （親 族そ の他 特殊 の関 係が ある 者を 含む 。 ）

並 び にこ の 法人 の使 用 人が 含 まれ ては な らな い 。ま た、 各 監事 は 、 相

互に親族その他特殊の関係があってはならない。  

５  この 法人 の評 議員 のう ちに は、 理事 のい ずれ か１ 人 及 びそ の親 族 そ

の 他 特殊 の 関係 があ る 者の 合 計数 、又 は 評議 員 のい ずれ か １ 人 及 び そ

の 親 族そ の 他特 殊の 関 係が あ る者 の合 計 数が 、 評議 員総 数 （現 在 数 ）

の ３ 分の １ を超 えて 含 まれ る こと にな っ ては な らな い。 ま た、 評 議 員

に は 、監 事 及び その 親 族そ の 他特 殊の 関 係が あ る者 が含 ま れて は な ら

ない。  

６  他の 同一 の団 体（ 公益 法人 又は これ に準 ずる もの とし て 法 令 で 定め

る も のを 除 く。 ）の 理 事又 は 使用 人で あ る者 そ の他 これ に 準ず る 相 互



 

に 密 接な 関 係に あ る 者 であ る 理事 の合 計 数は 、 理事 総数 の ３分 の １ を

超えるものであってはならない。監事についても、同様とする。  

 

 （理事の職務及び権限）  

第２ ３条  理 事は 、理 事会 を構 成し 、法 令及 びこ の定 款で 定め ると ころ

により、職務を執行する。  

２  会長 は、 法令 及び この 定款 で定 める とこ ろに より 、こ の法 人を 代表

し、その業務を執行する。  

３  副会 長及 び専 務理 事は 、理 事会 にお いて 別に 定め ると ころ によ り、

この法人の業務を分担執行する。  

４  会長 、副 会長 及び 専務 理事 は、 毎事 業年 度に ４か 月を 超え る間 隔で

２回 以上 、自 己の 職務 の執 行状 況を 理事 会 に 報告 しな けれ ばな らな い 。  

 

 （監事の職務及び権限）  

第２ ４条  監 事は 、 理 事の 職務 執行 の状 況を 監査 し、 法令 で定 める とこ

ろにより、監査報告を作成する。  

２  監事 は、 いつ でも 、理 事及 び使 用人 に対 して 事業 の報 告を 求め 、こ

の法人の業務及び財産の状況を調査することができる。  

 

 （役員の任期）  

第２ ５条  理 事の 任期 は、 選任 後２ 年以 内に 終了 する 事業 年度 のう ち最

終のものに関する定時評議員会の終結の時までとする。  

２  監事 の任 期は 、選 任後 ４年 以内 に終 了す る事 業年 度の うち 最終 の も

のに関する定時評議員会の終結の時までとする。  

３  補欠 とし て選 任さ れた 理事 又は 監事 の任 期は 、前 任者 の任 期の 満了

する時までとする。  

４  理事 又は 監事 は、 第２ １条 に定 める 定数 に足 りな くな ると きは 、任

期 の 満 了 又 は 辞 任 に よ り 退 任 し た 後 も 、 新 た に 選 任 さ れ た 者 が 就 任 す

るまで、なお理事又は監事としての権利義務を有する。  

 

 （役員の解任）  

第２ ６条  理 事又 は監 事が 、次 のい ずれ かに 該当 する とき は、 評議 員会

の決議によって解任することができる。  



 

(1) 職務上の義務に違反し、又は職務を怠ったとき。  

(2) 心 身 の 故 障 の た め 、 職 務 の 執 行 に 支 障 が あ り 、 又 は こ れ に 堪 えな

いとき。  

 

 （役員の報酬等）  

第２ ７条  役 員は 、無 報酬 とす る。 ただ し、 その 職務 の遂 行に 要す る費

用を弁償することができる。  

 

 （名誉会長及び顧問）  

第２８条  この法人に名誉会長及び顧問を置くことができる。  

２  名誉会長及び顧問の選任及び解任は、理事会において決議する。  

３  名誉 会長 は、 会長 及び 理事 会の 諮問 に応 じ意 見を 述べ 、顧 問は 、理

事会の諮問に応じ意見を述べることができる。  

４  名誉会長及び顧問は、無報酬とする。  

 

   第７章  理事会  

 

 （構成）  

第２９条  理事会は、すべての理事をもって構成する。  

 

 （権限）  

第３０条  理事会は、次の職務を行う。  

(1) この法人の業務執行の決定  

(2) 理事の職務の執行の監督  

(3) 会長、副会長及び専務理事の選定及び解職  

 

 (種類及び開催）  

第３１条  理事会は、通常理事会及び臨時理事会の２種とする。  

２  通常理事会は、毎事業年度に２回開催する。  

３  臨時理事会は、次に掲げる場合に開催する。  

(1) 会長が必要と認めたとき。  

(2) 会 長 以 外 の 理 事 か ら 理 事 会 の 目 的 で あ る 事 項 を 示 し て 会 長 に 招集

の請求があったとき。  



 

 

 (招集）  

第３２条  理事会は、会長が招集する。  

２  会長 が欠 けた とき 又は 会長 に事 故が ある とき は、 副会 長が 理事 会を

招集する。  

３  理事 会を 招集 する とき は、 各理 事及 び監 事に 対し 、会 議の 日時 及び

場 所 並び に 会議 の目 的 たる 事 項を 示し て 、会 議 の ５ 日前 ま でに 書 面 で

通知しなければならない。  

 

 （決議）  

第３ ３条  理 事会 の決 議は 、決 議に つい て特 別の 利害 関係 を有 する 理事

を除く理事の過半数が出席し、その過半数をもって行う。  

２  前項 の規 定に かか わら ず、 法人 法第 １９ ７条 にお いて 準用 する 法人

法 第 ９ ６ 条 の 要 件 を 満 た し た と き は 、 理 事 会 の 決 議 が あ っ た も の と み

なす。  

 

 （報告の省略）  

第３ ４ 条  理 事又 は監 事が 、理 事及 び監 事の 全員 に対 して 理事 会に 報告

す べ き事 項 を通 知し た とき は 、当 該事 項 を理 事 会に 報告 す るこ と を 要

しない。  

２  前項 の規 定は 、第 ２ ３ 条第 ４ 項 の規 定に よる 報告 につ いて は、 適用

しない。  

 

 （議事録）  

第３ ５条  理 事会 の議 事に つい ては 、法 令で 定め ると ころ によ り、 議事

録を作成する。  

２  出席した会長及び監事は、前項の議事録に記名押印する。  

３  会長 が欠 席を した とき は、 出席 した 理事 及び 監事 の全 員が 、第 １項

の議事録に記名押印しなければならない。  

 

 （理事会運営規程）  

第３ ６条  理 事会 の 運 営に 関し 必要 な事 項は 、法 令又 はこ の定 款に 定め

るもののほか、理事会において定める理事会運営規程による。  



 

 

   第８章  加盟団体  

 

 （加盟団体）  

第３ ７条  こ の法 人の 加盟 団体 は、 この 法人 の目 的に 賛同 し 、 事業 を支

援する新座市内の次に掲げる団体とする。  

(1) 新座市単位のスポーツ・レクリエーション団体  

(2) 新座市内の小・中・高等学校を母体とする学校体育団体  

２  加盟 団体 とな ろう とす る団 体は 、別 に定 める とこ ろに より 加盟 申し

込みをし、理事会の承認を受けなければならない。  

３  加盟団体に関し必要な事項は、理事会において別に定める。  

 

   第９章  加盟団体協議会  

 

 （構成）  

第３ ８条  こ の法 人に 、加 盟団 体協 議会 （以 下「 協議 会」 とい う。 ）を

置く。  

２  協議会は、この法人に加盟するすべての加盟団体で構成する。  

 

 （権限）  

第３ ９条  協 議会 は、 この 法人 の目 的を 達成 する ため に必 要な 事項 につ

いて協議する。  

２  協議 会は 、協 議の 結果 につ いて 、会 長又 は 理 事会 に対 して 意見 とし

て述べることができる。  

３  協議会は、会長が必要に応じて招集する。  

４  協議会の運営等に関し必要な事項は、理事会において別に定める。  

 

   第１０章  専門委員会及び特別委員会  

 

 （専門委員会）  

第４ ０ 条  こ の法 人に 、第 ４条 の事 業を 円滑 に遂 行す るた め、 専門 委員

会を置くことができる。  

２  専門委員会の委員は、理事会において選任する。  



 

３  専門 委員 会の 任務 、構 成及 び運 営に 関す る必 要な 事項 は、 理事 会に

おいて別に定める。  

 

 （特別委員会）  

第４ １ 条  こ の法 人に は、 臨時 かつ 特別 な事 業等 を行 うた めの 特別 委員

会を置くことができる。  

２  特別委員会の委員は、理事会において選任する。  

３  特別 委員 会の 任務 、構 成及 び運 営に 関す る必 要な 事項 は、 理事 会に

おいて別に定める。  

 

   第１１章  賛助会員  

 

 （賛助会員）  

第４２条  この法人に賛助会員を置く。  

２  賛助 会員 は、 この 法人 の目 的に 賛同 し、 事業 を援 助す る個 人又 は 団

体とする。  

３  賛助会員に関する必要な事項は、理事会において別に定める。  

 

   第１２章  公告の方法  

 

 (公告の方法）  

第４３条  この法人の公告は、電子公告により行う。  

２  事故その他やむを得ない事由によって前項の電子公告をすることが

できない場合は、官報に掲載する方法による。  

 

 

   第１３章  事務局及び職員  

 

 （事務局及び職員）  

第４ ４条  こ の法 人の 事務 を処 理す るた め事 務局 を設 け、 事務 局長 その

他必要な職員を置く。  

２  事務 局長 は、 理事 会の 決議 を経 て会 長が 任免 し、 その 他の 職員 は、

会長が任免する。  



 

 

   第１４章  定款の変更及び解散  

 

 （定款の変更）  

第４ ５条  こ の定 款は 、評 議員 会の 決議 によ って 変更 する こと がで きる 。  

２  前項 の規 定は 、こ の定 款の 第３ 条、 第４ 条及 び第 １１ 条 に つい ても

適用する。  

 

 （解散）  

第４ ６条  こ の法 人は 、基 本財 産の 滅失 によ るこ の法 人の 目的 であ る事

業の成功の不能その他法令で定められた事由によって解散する。  

 

 （公益認定の取消し等に伴う贈与）  

第４ ７条  こ の法 人が 公益 認定 の取 消し の処 分を 受け た場 合又 は合 併に

よ り 法人 が 消滅 する 場 合（ そ の権 利義 務 を 承 継 する 法人 が 公益 法 人 で

あ る とき を 除く 。） に は、 評 議員 会の 決 議を 経 て、 公益 目 的取 得 財 産

残 額 に相 当 する 額の 財 産を 、 当該 公益 認 定 の 取 消し の日 又 は当 該 合 併

の 日 から １ か月 以内 に 、 公 益 社団 法人 及 び公 益 財団 法人 の 認定 等 に 関

す る 法律 第 ５条 第１ ７ 号に 掲 げる 法人 又 は 国 若 しく は地 方 公共 団 体 に

贈与するものとする。  

 

 (残余財産の帰属）  

第４ ８条  こ の法 人が 清算 をす る場 合に おい て有 する 残余 財産 は、 評議

員 会 の 決 議 を 経 て 、 国 若 し く は 地 方 公 共 団 体 又 は 認 定 法 第 ５ 条 第 １ ７

号 に 掲 げ る 法 人 で あ っ て 租 税 特 別 措 置 法 第 ４ ０ 条 第 １ 項 に 規 定 す る 公

益法人等に該当する法人に贈与するものとする。  

 

   第１５章  補則  

 

 （委任）  

第４ ９ 条  定 款に 定め るも のの 他、 この 法人 の運 営に 関す る必 要な 事項

は、理事会において別に定める。  

 



 

附  則  

 

１  この 定款 は、 一般 社団 法人 及び 一般 財団 法人 に関 する 法律 及び 公益

社 団 法人 及 び公 益財 団 法人 の 認定 等に 関 する 法 律の 施行 に 伴う 関 係 法

律 の 整備 等 に関 する 法 律（ 以 下「 整備 法 」と い う。 ）第 １ ０６ 条 第 １

項に定める公益法人の設立の登記の日から施行する。  

 

２  整備 法 第 １０ ６条 第１ 項に 定め る特 例民 法法 人の 解散 の登 記と 公益

法 人 の設 立 の登 記を 行 った と きは 、第 ６ 条の 規 定に かか わ らず 、 解 散

の 登 記の 日 の前 日を 事 業年 度 の末 日と し 、設 立 の登 記の 日 を事 業 年 度

の開始日とする。  

 

３  この 法人 の最 初の 代表 理事 及び 業務 執行 理事 は 、 次に 掲げ る者 とす

る。  

    代表理事（会長）田  巻  隆  平  

    業務執行理事（副会長）嶋  村  清  治  

          （副会長）小  柴  惠  

          （副会長）渡  邊  郁  子  

          （専務理事）大  矢  桂  三  

 

４  この法人の最初の評議員は、次に掲げる者とする。  

    (1) 上  新  正  善  

    (2) 勝  田   武  

    (3) 栗  原  壮  二  

    (4) 須  藤  喜  代  子  

    (5) 山  䕃  優  

    (6) 茅  根  好  美  

    (7) 松  竹   宏  

    (8) 進  藤  満  尾  

    (9) 松  高  桂  子  

    (10) 川  野  春  彦  

    (11) 髙  橋  イ  ネ  

    (12) 遠  藤  良  宏  



 

    (13) 小  糸  文  子  

 

５  この 法人 の公 益法 人設 立の 登記 後最 初の 理事 及び 監事 は、 次に 掲げ

る者とする。  

 理事  (1) 川  合  利  之  

    (2) 小  柴   惠  

    (3) 渡  邊  郁  子  

    (4) 播  磨  真  弓  

    (5) 田  中  靖  彦  

    (6) 村  上  一  人  

    (7) 獅  子  倉  良  二  

    (8) 菅  野  潤  一  

    (9) 石  山  清  士  

    (10) 船  津  三  樹  男  

    (11) 田  巻  隆  平  

    (12) 嶋  村  清  治  

    (13) 大  矢  桂  三  

 監事  (1) 河  内  秀  男  

    (2) 高  橋  義  雄  

 

附  則  

この定款は、平成２６年６月２０日から施行する。  

 附  則  

この定款は、令和２年４月１日から施行する。  

別表  基本財産（第５条関係）  

財産種別  場所、物量等  

定期預金  

埼玉りそな銀行  

 １０ ,０００ ,０００円  

 １８ ,２００ ,０００円  

三菱東京ＵＦＪ銀行  

 ２０ ,０００ ,０００円  

あさか野農業協同組合  

 ２０ ,０００ ,０００円  



 

 


